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「第 2 次中期経営計画」のお知らせ 

 

当社グループは 2020 年度(2021 年 3 ⽉期)より新たに中期経営計画を策定し、経営ビジョン

および経営⽬標を掲げ、⽬標達成に向けた基本⽅針となる成⻑戦略に取り組んでまいりました。 

前中期経営計画の最終年度である 2022 年度(2023 年 3 ⽉期)は、連結業績⽬標である売上⾼

560 億円に対して 605 億円、営業利益率においても 7.0%以上を確保でき、計画を上回る業績

となりました。 

しかしながら、業績達成の主な要因は既存製品の売上を主体に半導体産業の旺盛な設備投資

に⽀えられ、景況に左右されたものであるため、経営ビジョンに対する取り組みはまだ助⾛段階

にあります。 

 

 

今後、激変する世界経済や事業環境下で中⻑期的に企業価値を向上していくため、これまでの

中期経営計画は事業構造改⾰への助⾛フェーズとして位置づけ、基本⽅針は踏襲しつつ、新たな

社会的課題と向き合った上で、事業構造の改⾰フェーズとなる「第 2 次中期経営計画」を策定

いたしました。 

1. 業績の振り返り 
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2020 年度(2021 年 3 ⽉期)は新型コロナウイルス感染拡⼤による世界的な経済活動の停滞を

背景に⾃動⾞産業の低迷から波及する産業機械、部品、素材産業まで段階的な景況悪化となり、

上期は業績が低迷いたしました。 

下期より世界的な経済活動の回復もあり、製造業は半導体産業を主体に設備投資が活発化し、

建設機械、産業機械・素材等の裾野産業まで需要が回復してまいりましたが、通期業績としては

計画を下回る結果となりました。 

2021 年度(2022 年 3 ⽉期)はコロナ禍によるテレワーク拡⼤に伴い、 PC やデータセンター

需要の喚起、5G・IoT 関連の後押しもあり、半導体需要の空前の⾼まりを受け、計画に対して⼤

きく上振れした受注で推移し、業績は対前期⽐で増収増益となりました。 

⼀⽅で半導体不⾜による電⼦部品の⼊⼿が困難なことから、電⼦製品を主体に納期遅延の発

⽣ならびに原材料⾼騰による影響も顕著となり、収益に影響を与える状況となりました。 

2022 年度(2023 年 3 ⽉期)に⼊り、世界的な経済環境としてウクライナ戦争の⻑期化・⽶中

対⽴・欧⽶のインフレ・為替の乱⾼下・中国のゼロコロナ政策など経済環境は著しく変化しまし

た。 

新型コロナウイルス感染者数が減少してきたものの、エネルギー価格の上昇による物流・資材、

光熱費や原材料⾼騰による購⼊部品・部材の調達コスト増など頭打ち感がなく、収益を圧迫する

厳しい事業環境であり、下期には半導体の需給悪化懸念なども加わり、深刻かつ不透明な状況と

なりました。この対応策として価格改定の推進ならびに早期受注残の解消を図るため、購買⼒と

⽣産体制の強化を重点施策として取り組んできた結果、中期経営計画の最終年度の連結業績⽬

標および前年度に対して増収増益となりました。 

 

2．事業セグメントの振り返り 

ご参考 

億円 
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2020 年度︓⽶国⼦会社ならびに国内を含め、世界的な新型コロナウイルス感染症の拡⼤による

需要減退影響を受け、特にプロセス・産業機械業界の売上が低迷しました。 

2021 年度︓エネルギー需要の回復、国内においては半導体・産業機械・空圧機器向け等の売上

が増加しました。 

2022 年度︓前年度に引き続き、堅調な設備投資需要に加え、円安による円換算額の増加も寄与

しました。 

 

 

2020 年度︓新型コロナウイルス感染拡⼤による需要減退によりプロセス・半導体・産業機械向

けが低迷しましたが、後半で半導体・産業機械・空調業界向け需要の持ち直しがありました。 

2021 年度︓エネルギー需要の回復ならびに半導体関連を主体とする活発な設備投資に⽀えられ、

売上が増加しました。 

2022 年度︓電⼦部品の⼊⼿難による⽣産影響を受けるも、円安による円換算額の増加も寄与し、

売上増で推移しました。 

 

 

2020 年度︓需要減退の影響を受け、⼯場⽣産⾃動化設備⽤の空気圧機器、⾃動⾞・電⼦部品⽤

リークテスタ、圧⼒発⽣器の売上が低迷しました。 

2021 年度︓需要の持ち直しに伴い、設備投資が活発化し、同事業の売上が増加しました。 

2022 年度︓装置・システムの受注はあるも電⼦部品の⼊⼿難により⽣産が遅延し、売上が伸び

悩みました。 

 

 

2020 年度︓ダイカスト部品は⾃動⾞業界における取引先の需要減速影響もあり売上が低迷しま

した。 

2021 年度〜2022 年度︓ ⾃動⾞業界の需要喚起により売上が増加し、堅調に推移しました。 

 

 

2020 年度︓⾃動⾞業界の減速影響により電装品の需要が低迷しました。 

2021 年度︓需要の持ち直しにより売上は増加しました。 

2022 年度︓中国のロックダウンに伴う部材供給不⾜が起因し、売上が伸び悩みました。 

(1)圧⼒計事業 

(4)ダイカスト事業 

(5)その他事業 

(2)圧⼒センサ

(3)計測制御機器事業 
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3. 成⻑戦略(基本施策)の振り返り 

  

中期経営計画の業績⽬標を

達成するための基本⽅針とし

まして、4 つの成⻑戦略を策定

し、取り組んでまいりました。 

 

 

 
 
 

 

(1)製品の事業採算性向上 

1) 収益改善 

 価格改定/購⼊費低減/設計⾒直し等の収益改善に取り組みを推進し、約 9.5 億円の収

益改善効果が得られました。 

2) 機種統廃合 

 2020 年度に受注実績なき 83 機種を棚卸(廃⽌)、2021 年度〜2022 年度で 40 機種の

統廃合を実施しました。 

(2) 顧客視点の⾼付加価値商品開発 

 2020 年度より営業企画本部を新設し、顧客ニーズに応える迅速な製品開発〜販売促

進に結び付ける機能を強化いたしました。 

(3)成⻑分野に向けた新製品開発 

 2020 年度〜2022 年度で新製品 10 機種を発売し、仕様強化品を含め 8.5 億円の受注

実績となりました。 

 
 
 

(1)Ashcroft の成⻑⽬標︓220 億円 

 売上実績として 2019 年_168 億円⇒2022 年_236 億円と伸⻑しました。 

(2)メキシコ(ケレタロ)⼯場で⽣産開始 

 価格競争⼒の強化に伴い、産業⽤途市場向けに設計開発していた圧⼒センサの⽣産設

備導⼊が完了し、ローコスト拠点(ケレタロ)で 2022 年 7 ⽉より現地⽣産を開始いた

しました。
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(1)⾼付加価値サービスの提供 

 1) 社会インフラ維持管理 

 橋脚の⽼朽化に伴い、危険な状態を監視する遠隔モニタリングシステムを構築し、応

⽤展開として列⾞通過時に発⽣するバタつきを監視する装置の開発が完了しました。 

 2) 船体構造モニタリング 

 海事⽣産性⾰命(i-Shipping)に伴う船舶運航⽀援システムの実⽤化に向け、FBG 歪セ

ンサと加速度センサを搭載した船体構造応答モニタリングシステムを開発しました。 

 (2)極限環境計測センサ事業の創出 

光学式圧⼒センサの開発を推進し、⾼温対応(150℃〜400℃) 可能な圧⼒センサを

実⽤化、溶融樹脂圧計測⽤として発売しました。 

上記開発に関しては、既存事業からの拡⼤領域へ展開するものとして位置づけられ

ており、特に光学式圧⼒センサに関しては溶融樹脂圧センサの仕様拡充と極低温計測

の実⽤化に向け、開発を着⼿しました。 

 

 

東証新市場区分の再編により、当社はプライム市場の上場維持基準に対して、すべて適合

していることから、2022 年 4 ⽉よりプライム市場に移⾏いたしました。 

これに伴い、改訂 CG コード対応において未実施項⽬を推進していくため、特別部会を設

置するとともに気候変動に対する取り組みについては専⾨機関へ社員を出向させ、対処⽅法

の習得および GHG 排出量の削減に向けたロードマップを作成いたしました。 
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4. 中期経営計画の策定 

前中期経営計画は助⾛フェーズ(第 1 次)として位置づけ、基本⽅針は踏襲し、新たな社会的課

題と向き合った上で、事業構造の改⾰フェーズとなる第 2 次中期経営計画(2023 年度〜2025

年度)を策定しました。『モノづくりのあくなき探求⼼を礎に強靭な経営基盤を構築し、社会的課

題への貢献と企業価値向上に取り組む』をスローガンに 2030 年度の指標となる成⻑フェ―ズ

に繋げる重要な 3 ヵ年となります。 

第 2 次中期経営計画では当社グループの業績⽬標を 2025 年度に売上⾼ 753 億円、営業利益

率 12.9%、ROE10%確保を掲げ、グループ総⼒を挙げて事業活動に取り組んでまいります。 

【第 2 次中期経営計画の業績⽬標】＊グループ連結での売上⾼、営業利益の業績⽬標 (単位︓百万円) 
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
売上⾼ 44,805 54,952 60,543 67,800 71,300 75,300
営業利益 1,442 3,552 4,725 6,100 7,900 9,700
営業利益率 3.2% 6.5% 7.8% 9.0% 11.1% 12.9%

第1次中期経営計画 業績推移 第2次中期経営計画 業績⽬標
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5. 当社グループを取り巻く環境 

 今後、コロナウイルス感染症やウクライナ戦争の動向、対中輸出規制など世界経済が著

しく変化する中、エネルギー問題をはじめとした地政学的リスクを加味すると厳しい事業

環境は続くものと想定しております。 

下記に挙げております事業環境においては、社会的・技術的に直⾯しうる課題に対して、

当社グループの事業環境に置き換えた取り組み⽅向を記述しております。 

 
6. 基本⽅針 

経営ビジョンで掲げた収益⼒を⾼めるうえで、売上⾼を伸ばすとともに企業価値を最⼤限 

発揮する経営戦略を策定し遂⾏していく必要があります。 

つきましては、第 2 次中期経営計画で策定しました業績⽬標を達成するため、第 1 次中期

経営計画の基本施策(成⻑戦略)を踏襲すると共に、更なる深化をすべく取り組みを強化、推

進してまいります。 
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旧型機種から新型機種への統廃合による 

機種整備を進め、部品・構造の共通化を図

り、新たな設計標準を構築していきます。 

購⼊部品のコストダウン・⽣産効率向

上・設計業務の効率化(管理⼯数削減) 

機種統廃合 ⽣産能⼒の増強 

⽣産能⼒強化・

⽣産効率向上 
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⻑野計器の圧⼒センサコアを Ashcroftに供給し、⽶国・中国・欧州市場向けに製品開発〜現

地⽣産を加速させ、産業機械・半導体向けを主体とする圧⼒センサの世界シェア拡⼤を図りま

す。 

新製品開発チームは開発品ごとにプロジェクト体制で取り組み、間断なき市場投⼊を図って

まいります。 

なお、並⾏して利益⽬標に対する可視化と意識向上を図る⽬的で「管理会計システム」の導⼊

を検討してまいります。 
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  極低温圧⼒センサ評価品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『超⾼温』圧⼒センサの仕様拡充(レンジ拡⼤・防爆仕様など)と持続可能な社会の実現に向けて 

『極低温』液化⽔素計測製品の実⽤化を図ります。 

サステナビリティ基本⽅針に基づき重要課題と取り組み施策、重点⽬標(KPI)を策定した上で統合

報告書の作成と開⽰に向け、サステナビリティ委員会を中⼼に取り組みを推進していきます。 

⾼精度圧⼒校正機器の開発・拡充により、フクダ製品を含む計測制御機器セグメントの強化
を図ります。 

圧⼒キャリブレータ ヘリウムリーク検査装置 圧⼒発⽣装置 
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おわりに… 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社はグローバルに展開する圧⼒計測のリーディングカンパニーであり、株主をはじめとした

ステークホルダーと共存共栄の関係を築くとともに、⽬標達成に対して揺るぎない決意をここに

表明し、グループの総⼒を挙げて持続的な企業価値の向上に取り組んでまいります。 
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 本資料で記述されている業績ならびに将来予測は現時点で⼊⼿可能な情報に基づき当社が

判断したものであり、潜在的リスクや不確実性が含まれます。 

 従いまして、さまざまな情勢変化により、当社予測と異なる結果となる可能性があること

をご承知おきください。 

注意事項 


